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平成●●年（○○）第●●号 執行停止の申立て事件 

（本案 平成●●年（○○）第●●号 処分取消請求訴訟事件） 

 

決     定 

申立人        Ｘ 

相手方        国 

処分行政庁      東京国税局長 

 

       主     文 

１ 本件申立てを却下する。 

２ 申立費用は申立人の負担とする。 

 

理     由 

第１ 申立て 

相手方が平成２８年４月１２日付けでした別紙２物件目録１及び２記載の土

地及び建物に係る売却決定を前提とする換価手続の続行は、本案事件の判決の

確定までこれを停止する。 

第２ 事案の概要 

本件は、申立人に対する別紙３「租税債権目録」順号１ないし４記載の滞納

国税を徴収するため、別紙２物件目録１及び２記載の土地及び建物について処

分行政庁がした平成２７年２月１０日付け公売公告（以下「本件各公売公告処

分」という。）、同年３月４日付け最高価申込者の決定（以下「本件各最高価申

込者決定処分」という。）、及び、平成２８年４月１２日付け売却決定（以下「本

件各売却決定処分」といい、本件各公売公告処分及び本件各最高価申込者決定

処分と併せて「本件各処分」という。）につき、①時価の半額以下という著しい

低廉な価額を見積価額として実施された本件各公売公告処分は違法であり、②
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低廉な見積価額を設定し、それに基づいてされた本件各最高価申込者決定処分

も違法であるほか、③本件各売却決定処分もこれらの違法性を承継するものと

して当然に違法であるとして、本件各処分の取消しを求める訴えを提起し、こ

れを本案として、本件各売却決定処分を前提とした換価手続の続行により生ず

る重大な損害を避けるため緊急の必要があるとして、本案事件の判決が確定す

るまでの間の上記換価手続の続行の停止を申し立てる事案である。 

１ 前提事実（一件記録によって一応認めることができる事実） 

（１） 当事者 

申立人は、別紙２物件目録１及び２記載の土地及び建物（なお、同目録

１の２（１）記載の建物については５分の１の持分部分。以下、同目録１

記載の土地及び建物（同２（１）記載の建物は上記持分部分に限る。）を「本

件不動産１」、同目録２記載の土地及び建物を「本件不動産２」といい、併

せて「本件各不動産」という。）を所有する者である。 

（２） 本件各不動産の差押え等 

ア 申立人は、申立人の父であるＡが平成４年８月●日に死亡したことによ

り、別紙２物件目録１の１記載の土地及び本件不動産２を相続により取得

した（なお、同目録２の２（１）の建物については持分１０分の９の共有

持分を相続により取得。疎乙１の１～６）。 

イ 申立人は、平成５年３月１日、江戸川税務署長に対し、上記アの相続に

係る相続税（以下「本件相続税」という。）の申告書を提出するとともに、

本件不動産２を含む８物件を担保として提供して相続税の延納許可を申

請した。江戸川税務署長は、平成６年８月３１日、申立人の上記申請を許

可し、担保として提供された上記各不動産に抵当権を設定した。（疎乙１

の２～６、疎乙２） 

ウ その後、申立人は、上記イの延納許可に係る第６回目ないし第８回目の

分納税額を滞納したため、江戸川北税務署長（平成７年７月１０日に江戸
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川南税務署が新設されたことに伴い、江戸川税務署は江戸川北税務署と改

称された。）は、平成１３年３月２７日、「第６回から第８回までの分納税

額が滞納となっており、第９回以降の分納税額についても延納許可の条件

どおり納付される見込みがないと認められる」として、上記イの延納許可

を取り消し、これにより本件相続税は滞納となった（以下、滞納となった

本件相続税を「本件滞納国税」という。疎乙３）。 

エ 江戸川北税務署長は、平成１３年４月２日、申立人に対し、国税通則法

３７条１項に基づき、本件滞納国税について、督促状によりその納付を督

促した。 

オ 江戸川北税務署長は、平成１３年４月１３日、本件滞納国税を徴収する

ため、前記イのとおり抵当権を設定していた本件不動産２につき、国税通

則法５２条１項に基づき担保物処分としての差押処分をした（疎乙１の２

～６）。 

カ 処分行政庁（平成１３年４月２３日に国税通則法４３条３項に基づき、

本件滞納国税について、江戸川北税務署長から徴収の引継ぎを受けた。）

は、本件滞納国税を徴収するため、平成１４年１月２８日に別紙２物件目

録１の１記載の土地を、平成１７年２月９日に同２（２）及び（３）記載

の建物を、平成２０年１月８日に同２（１）記載の建物を、それぞれ国税

徴収法４７条１項及び６８条に基づき差し押えた（疎乙１の１及び７～

９）。 

（３） 本件各不動産の見積価額の決定 

ア 処分行政庁は、本件不動産１の公売に当たり、鑑定人として不動産鑑

定士であるＢ（以下「Ｂ鑑定人」という。）に本件不動産１の鑑定評価（た

だし、別紙２物件目録１の２（１）記載の建物については、単独所有の

自用の建物とみなして評価）を委託し、これを受けたＢ鑑定人は、平成

１７年３月２２日、同年２月１日時点の本件不動産１の正常価格を７２
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１３万円と鑑定評価した（疎乙４）。 

イ 処分行政庁は、平成１７年６月、本件不動産１に係る見積価額を４６

７０万円と決定した（疎乙５）。 

ウ 処分行政庁は、平成２０年１０月、本件不動産１（ただし、別紙２物

件目録１の２（１）記載の建物については、申立人の持分部分のほか他

の共有者の持分部分も含めたもの）の見積価額を７０４０万円と決定し

た（疎乙６）。 

エ 処分行政庁は、本件不動産２の公売に当たり、鑑定人として不動産鑑

定士であるＣ（以下「Ｃ鑑定人」という。）に本件不動産２の鑑定評価を

委託し、これを受けたＣ鑑定人は、平成２０年１２月１５日、同月１日

時点の本件不動産２の正常価格を３億７５００万円と鑑定評価した（疎

乙７）。 

オ 処分行政庁は、平成２１年１月、本件不動産２に係る見積価額を３億

０４００万円と決定した（疎乙８）。 

カ 処分行政庁は、平成２１年５月１１日及び平成２２年２月１日、本件

各不動産の公売を実施したが、入札がなく公売不成立となった。 

キ 処分行政庁は、平成２６年１２月、本件不動産１に係る見積価額を３

４００万円、本件不動産２に係る見積価額を１億６２００万円と、それ

ぞれ決定した（疎乙９、１０）。 

（４） 本件各処分及び不服申立て等 

ア 処分行政庁は、平成２７年２月１０日、本件各不動産に係る公売公告処

分及び見積価額の公告をし、同日付けで、申立人に対して、本件各公売公

告処分に係る公売通知書を送付した（疎乙１１、１２の１及び２）。 

イ 処分行政庁は、平成２７年３月３日、本件各不動産の公売を実施し、本

件不動産１については、最高入札価額５６５０万円の入札があり、本件不

動産２については、最高入札価額３億２４００万円の入札があったことか
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ら、当該各入札に係る各入札者を最高価申込者と決定し、同月４日、最高

価申込者の決定の公告をし、同日付けで、申立人に対して、本件各最高価

申込者決定処分に係る通知書を送付した（疎乙１３の１～５）。 

ウ 申立人は、平成２７年３月９日、本件各公売公告処分及び本件各最高価

申込者決定処分に不服があるとして、国税不服審判所長に対し、審査請求

をしたが、国税不服審判所長は、平成２８年１月７日、同審査請求を棄却

する旨の裁決をした（疎甲１、疎乙１４）。 

エ 処分行政庁は、平成２８年３月１０日、本件不動産１及び本件不動産

２の公売に係る売却決定の日時及び買受代金の納付期限を、それぞれ同年

４月１２日午前１０時及び同日午後３時と変更した旨の公告（変更公告）

をし、同日付けで、申立人に対して、同変更公告に係る公売通知書を送付

した（疎乙１５の１～４）。 

オ 処分行政庁は、平成２８年４月１２日、本件不動産１について、最高

入札価額である５６５０万円で売却決定をし、本件不動産２について、最

高入札価額である３億２４００万円で売却決定をした（疎乙１３の１及び

２）。 

カ 申立人は、平成２８年４月１２日、本件各売却決定処分に不服がある

として、国税不服審判所長に対し、審査請求をした（疎甲１４）。 

キ 申立人は、平成２８年７月６日、本案事件に係る訴えを提起した。 

ク 国税不服審判所長は、平成２８年１１月２８日、前記カの審査請求に

対し、棄却する旨の裁決をした（疎甲１５）。 

ケ 申立人は、平成２８年１２月７日、本件申立てをした。 

コ なお、平成２８年１２月１２日時点における申立人の本件滞納国税の

税額は、別紙３「租税債権目録」のとおり合計９億００８９万３６７７円

である。 

２ 争点 
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（１） 重大な損害を避けるため緊急の必要があるか否か 

（２） 公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるか否か 

（３） 本案について理由がないとみえるときに当たるか否か 

３ 争点に関する当事者の主張 

（１） 争点（１）（重大な損害を避けるため緊急の必要があるか否か）について 

（申立人の主張） 

ア 不動産の売却決定の取消しの後に、買受人から当該不動産の所有権を

譲り受けた転得者と売却決定の取消しにより当該不動産の所有権を回復

した原所有者とは、いわゆる民法１７７条の対抗関係に立つものと解され

るところ、売却決定の取消しの後、その登記名義が原所有者に回復される

前に転得者が所有権移転登記を経てしまった場合には、原所有者の登記名

義を回復することは法律上不可能になる。また、原所有者の登記名義を回

復することが法律上可能な場合であっても、不動産の売却後には、当該不

動産について一定の事実状態が形成されるのが通常であるから、当該不動

産の原状を回復することは現実問題として不可能であるし、本件各不動産

の買受人は開発業者であり、申立人の自宅を取り壊し、マンションを建築

するものと予測されるが、その場合には原状回復はできない。 

これに加えて、申立人が本件各不動産の所有権を失う場合、その生活の

本拠である自宅を失うことになるところ、本件各売却決定処分に係る買受

代金によっても本件滞納国税を到底賄うことはできず、公売の継続によっ

て買受人の代金納付とともに申立人及びその家族は直ちに残債務を抱え

たまま生活保護の状態となるのであるから、本件各不動産に係る換価手続

の継続によって、申立人に重大な損害が生ずるのは明らかである。 

イ また、買受人の代金納付後は、申立人が本件各不動産を使用収益する

ことはできず、本件各不動産の使用収益を継続することにより建造物侵

入等の評価を受けるおそれがあるのであるから、本件各不動産の買受人
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が直ちに申立人を強制的に退去させることができないとしても、緊急の

必要性がないとはいえないし、申立人が、その所有する本件各不動産以

外の物件やそれ以外の物件に転居することも不可能である。 

ウ したがって、本件各不動産の換価手続の続行により生ずる重大な損害

を避けるため緊急の必要性があるというべきである。 

（相手方の主張） 

ア 行政事件訴訟法２５条２項にいう「重大な損害を避けるため緊急の必

要がある」か否かは、処分の執行等により維持される行政目的の達成の

必要性を踏まえた処分の内容及び性質と、これによって申立人が被るこ

とになる損害の性質及び程度とを、損害の回復の困難の程度を考慮した

上で比較衡量し、処分の執行等による行政目的の達成の必要性を一時的

に犠牲にしてもなおこれを停止して申立人を救済しなければならない緊

急の必要性があるか否かの観点から検討すべきであり、また、同項の規

定に基づく執行停止の内容を決定するに当たっても、執行停止による行

政の停滞によって生ずる公共の福祉（行政処分が直接達成しようとして

いる行政目的である公共の福祉ないし公益）への影響を、申立人の救済

に真に必要な範囲で最小限にとどめるようにその内容を定めることが求

められているというべきである。 

イ 本件においては、申立人による本件滞納国税は、平成２８年１２月１

２日時点で９億００８９万３６７７円と高額であって、本件各不動産の

本件各売却決定処分に係る買受代金の額をもってしても賄うことができ

ないことなどからすれば、本件各売却決定処分により申立人から本件滞

納国税を徴収する行政上の必要性は大きい。 

また、国税徴収法は、国税滞納者の自宅を差押禁止財産としているわけ

ではなく、公売手続によって国税滞納者がその所有する不動産に居住でき

なくなることは、同法が予定している不利益であることのほか、申立人は、
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自ら自宅である本件不動産２を延納担保物として提供しているところ、延

納担保物については他の財産よりも優先的に換価されることを国税通則

法が予定していることなどからすれば、申立人はその生活の本拠である自

宅に係る公売手続によって生じる不利益を当然甘受すべきである。 

加えて、仮に、本件各売却決定処分が取り消されたとしても、それによ

り、買受人は遡及的に本件各不動産の所有権を有しなかったことになり、

買受人からの転得者も無権利者から本件各不動産を転得したものとして

所有権を有しないことなるし、税務署長は、不動産の売却決定が取り消さ

れた場合には、それに伴ってされる換価に係る権利移転登記の抹消登記及

び換価に伴い抹消された権利の回復登記についての嘱託をしなければな

らないのであり、売却決定処分取消後に買受人からこれを譲り受けた転得

者に所有権移転登記がされて、原所有者が当該転得者に対抗できない事態

は通常生じないのであるから、申立人の登記名義を回復することが法律上

不可能というわけでもない。 

そのほか、申立人には、本件各不動産とは別に、公売公告処分等に不服

があるとして審査請求がされて換価制限を受けている不動産、あるいは買

受取消しの申出により、売却決定が取り消され、その後の換価手続が行わ

れないこととなった不動産もある。 

以上からすれば、滞納国税を適正に徴収し、国民の不公平感を抑止する

ため、公売手続を続行する行政上の必要性は大きいことに加え、申立人は

本件滞納国税を納付していない以上、国税徴収法及び国税通則法に規定さ

れた公売手続による不利益を甘受するべき立場にある。そして、仮に、本

件各売却決定処分が取り消された場合でも、申立人は、所有権を回復する

ことができるのであり、上記換価制限がされている不動産等による賃料収

入により自宅以外の不動産に転居することも可能であるから、申立人の被

る損害の程度は、国税徴収等行政目的を犠牲にすべきほどの重大な損害と
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いえるものではなく、金銭賠償により十分に填補することが可能な性質の

ものである。 

したがって、申立人が被る損害は、行政事件訴訟法２５条２項の「重大

な損害」に該当しない。 

ウ また、本件では、本件各売却決定処分に係る買受代金の納付がされて

おらず、本件各不動産の所有権は買受人に移転しておらず、買受代金の

納付期限が到来して買受人が買受代金を納付したとしても、買受人が滞

納者に不動産の明渡しを求める場合、買受人としては不動産明渡請求訴

訟を提起する必要があり、申立人が直ちにかつ強制的に本件不動産２か

ら退去させられるものではないことほか、上記イのとおり、申立人には、

本件各不動産とは別に換価制限を受けるなどしている不動産もあること、

自宅以外の不動産に転居することに支障があるとはいえないことからす

れば、「緊急の必要があるとき」には当たらない。 

（２） 争点（２）（公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるか否か）につ

いて 

（申立人の主張） 

申立人は、疑義のある処分に対し、法律上認められた権利等を行使してい

るだけであり、それをもって国税の徴収手続に対する不公平感を生じさせ

ることはなく、単に他の納税者が滞納処分等に納得しているか不服がない

だけであるにすぎない。そして、本件滞納国税の国家財政に占める割合な

どを考えれば、国家活動に重大な支障を来しかねない状態にあるとは考え

難い。 

他方で、本件各売却決定処分による換価手続が続行されるか否かは、申立

人にとっては家族との生活が維持できるかどうかに関わる問題であり、相

手方が主張する国家財政の裏付けの確保などとは、その緊急度あるいは緊

迫度が異なるのである。 
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なお、本件各売却決定処分に基づく換価手続が停止することによる買受人

の不利益こそ法が予定したところであり、それを念頭に買受人も買受けを

申し出ているのである。 

したがって、本件各売却決定処分に基づく公売手続を停止しても公共の福

祉に重大な影響を及ぼすおそれはない。 

（相手方の主張） 

租税は、国家存立の財政的裏付けであり、国税徴収の確保は国家活動の基

礎をなすものであって、公売処分は、租税の満足を得るための手段として

滞納処分の最終段階に位置するものであり、本件各売却決定処分に基づく

公売手続が停止されることは、滞納処分の目的、すなわち「公共の福祉」

に重大な影響を及ぼすものである。また、本件各不動産の買受人からすれ

ば、公売手続が遅延することによって、買受人の本件各不動産の所有権の

取得時期が遅れることなどのほか、後発的事情により公売手続が中止とな

るリスクもある。 

したがって、本件各売却決定処分に基づく本件各不動産の公売手続の続行

の停止を認めることにより、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれ」が

生じることになるというべきである。 

（３） 争点（３）（本案について理由がないとみえるときに当たるか否か）につ

いて 

（申立人の主張） 

申立人は、本件各処分が違法である理由として本件各不動産に係る売却

価額が不当に低廉であることを主張しているところ、その主張事実の存否

については、本案事件の訴訟手続において審理をしてみなければ、直ちに

その請求の当否を判断できないのであるから、「本案について理由がないと

みえるとき」には当たらない。 

（相手方の主張） 
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申立人は、本件各売却決定の違法事由として、その売却価額が不当に低 

廉であることを主張するが、その理由については何ら疎明していない。ま

た、申立人は、本案事件に係る訴状においても同様の主張をするが、その

理由については、いずれも申立人が独自に算定した時価と称するものと見

積価額や売却価額とを比較するものであって何ら根拠はない。 

すなわち、本件各不動産の見積価額は、国税徴収法９８条の趣旨に基づき、

公売における特殊性を考慮して適正に算定されている。また、公売財産の

時価に相当する金額は、公売財産を直ちに売却する場合に想定される現在

価値である「基準価額」であることから、基準価額（時価に相当する金額）

と最高入札価額（売却価額）を比較して売却価額が著しく低廉であるか否

かを判断するのが相当であるところ、本件各不動産の各最高入札価額（売

却価額）は各基準価額をいずれも上回っていることから、売却価額が著し

く低廉であるといえないことは明らかである。 

そして、処分行政庁が行った本件各処分は、国税通則法及び国税徴収法の

各規定の要件を充足し、手続も適法に行われているのであって、最高入札

価額（売却価額）は著しく低廉でないことも具体的に主張立証しているこ

とからすれば、本件各処分には何ら違法性はない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（重大な損害を避けるため緊急の必要があるか否か）について 

（１） 申立人は、①本件各売却決定処分が取り消された後、本件各不動産の所

有権移転登記が買受人名義から申立人名義に回復される前に、本件各不動

産を買受人から譲り受けた転得者が所有権移転登記を経てしまった場合に

は、申立人の所有権移転登記名義を回復することは不可能になるし、いっ

たん買受人が所有権を取得すると、本件各不動産について一定の事実状態

が形成され、本件各不動産の原状を回復することは困難である上、本件各

不動産の買受人は開発業者であり、本件各不動産の所有権をした後に申立
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人の自宅を取り壊すことが予測され、この場合には原状回復が不可能にな

ること、②本件不動産２には申立人及びその家族が居住しており、本件不

動産２について本件各売却決定処分による換価手続が続行されれば、申立

人及びその家族は生活の本拠を失うところ、申立人らには直ちに転居可能

な物件もないことなどから、本件各売却決定処分に基づく本件不動産２に

係る換価手続の続行が停止されなければ、申立人に「重大な損害」が生じ

ることになると主張する。 

ア しかしながら、国税徴収法１３５条１項２号は、税務署長は、売却決

定を取り消したときは、同法１２１条（権利移転の登記の嘱託）その他

の法令の規定により嘱託した換価に係る権利の移転の登記の抹消の嘱託

をしなければならない旨規定しており、申立人が主張するように本件各

売却決定処分が取り消された後に、買受人から転得者が本件各不動産を

譲り受け、その所有権移転登記を経ることは通常は想定し難いし、仮に、

このような事態が生じたり、買受人が申立人の自宅を取り壊すなどした

りして、本件各不動産に係る原状回復が不可能あるいは困難になったと

しても、申立人は本件各不動産の所有権を回復できないという経済的損

失を被るにとどまり、当該損失については事後的な金銭賠償による補填

が可能であるというべきである（なお、本件において、国家賠償請求に

よっては申立人の損害が填補されないことが疎明されたとはいえない。）。 

したがって、上記①の事情をもって、申立人に「重大な損害」が生ずる

とはいうことはできない。 

イ ところで、本件不動産２の換価手続が続行されれば、申立人は自宅で

ある本件不動産２の所有権を失い、本件不動産２に居住することができ

なくなるおそれがある。しかし、本件滞納国税の額に鑑みれば、本案事

件において申立人が時価と主張する本件各不動産の価額（合計５億４２

８５万０４４０円）を前提としても、本件各売却決定の取消後に本件と
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同様に改めて適正な金額で本件各不動産を公売手続により売却されて、

申立人が本件各不動産の所有権を失うことが容易に想定されるのであっ

て、本件各売却決定の取消後は本件不動産２に係る公売手続が実施され

ないことなどこれを妨げる事情も疎明されていない。そうすると、申立

人の本件不動産２に係る居住の利益をもって、直ちに申立人に「重大な

損害」が生ずるということはできないというべきである。 

したがって、申立人が主張する上記②の事情をもってしても、申立人に

「重大な損害」が生ずるということはできない。 

（２） 以上によれば、本件申立てについては、その余の点について判断するま

でもなく、「重大な損害を避けるため緊急の必要があるとき」（行政事件訴

訟法２５条２項）という行政処分の効力の停止が認められるための要件を

満たさないものというべきである。 

２ 結論 

よって、本件申立てを却下することとし、主文のとおり決定する。 

 

平成２９年１月３０日 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官   林 俊之 

裁判官   齊藤 充洋 

裁判官   池田 好英
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（別紙３） 

租 税 債 権 目 録 

 

住所 

氏名  Ｘ 

 

上記の者の平成２８年１２月１２日現在における滞納税額は、次のとおりである。 

(税額単位・円） 

順号 税  目 課税区分 課税期間 法定納期限等 納期限 本税 区分 加算税等 延滞税等 

1 相 続 税 申告 平成 4. 8.● 平成 5.●.● 平成 13. 2.28 29,640,000  － － 63,080,800  

2 相 続 税 申告 平成 4. 8.● 平成 5.●.● 平成 13. 2.27 29,640,000  － － 63,109,000  

3 相 続 税 申告 平成 4. 8.● 平成 5.●.● 平成 13. 3.27 160,077,877  利 652,000  463,430,100  

4 相 続 税 申告 平成 4. 8.● 平成 5.●.● 平成 13. 2.26 12,090,500  利 45,979,000  32,209,500  

5       
 

          

6                   

7                   

8                   

9                   

10                   

11                   

12                   

13                   

14                   

15                   

16                   

17                   

18                   

19                   

合       計 231,448,377    46,631,000  621,829,400  

滞 納 処 分 費 984,900  

総       計 900,893,677  

(注１）本税が未納のものについては、本税が完納に至るまで、国税通則法第６０条及び租税特別措置法第９４条の規定に基づく延滞税が加算される。 

(注２）上記記載の延滞税は、平成２８年１２月１２日に本税が完納されたものと仮定した場合における延滞税の金額である。 

(注３）加算税等欄の「利」は、利子税を示す。 

 


